
 

カルビーグループ行動規範 

 

「カルビーグループ行動規範」は、カルビーグループで働く一人ひとりが、「企業理念」に沿い、より

高い倫理観を持って行動するための拠り所となるものです。国際社会の一員である私たちは、すべての

ステークホルダーに対して、行動規範を遵守することを約束します。 

 

 

☆法令および社会規範等の遵守 
法令・社会規範・社内外の諸規則等を守り、誠実かつ公平・公正に事業活動を行います。 

 

１．私たちは、個人情報を含め、会社が所有する情報を厳重に管理し、法令・社会規範・社内外の諸規則

に反した使用、および開示をしません。 

２．私たちは、会社のブランドや会社が有する知的財産権について自社の権利保全に努め、また、第三者

の正当な知的財産権を尊重し侵害しません。 

３．私たちは、自己または第三者への利益を誘導するなどして、会社の利益を不正に損ないません。 

４．私たちは、市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力、および団体とは関係を持ちません。 

５．私たちは、取引先との関係において、いかなる相手に対しても、不公正・不透明な行為はしません。 

６．私たちは、公職者・公務員、取引先との関係において、現地の法令等を遵守し、他者に説明できない

ような不適正な贈り物・接待・金品、その他の利益の授受を行いません。 

 

☆人権の尊重 
事業活動に関わる全ての人々に対して常に敬意をもって接し、お互いの人権を尊重します。 

 

１．私たちは、一切の人権侵害に加担しません。 

２．私たちは、取引関係者に対しても人権侵害に加担することがないように働きかけます。 

３．私たちは、人種・民族・国籍・宗教・信条・出身地・性別・年齢・障がい・性的指向・性自認等を 

理由とする差別行為やハラスメントを行いません。 

４．私たちは、あらゆる形態の強制労働、児童労働、雇用および職業における差別を容認しません。 

５．私たちは、だれでも団体を結成できるとする結社の自由、および団体交渉権を保護します。 

 

☆地球環境の保全・保護 
次世代に自然の恵みを引き継ぐために、ステークホルダーと共創し、地球環境の保全と保護に取り組み

ます。 

 

１．私たちは、地球温暖化防止のために、バリューチェーン全体を通した温室効果ガス排出量の削減に 

取り組み、脱炭素社会を目指します。 



２．私たちは、水を大切に使い、廃棄するものを減らし、有効利用し循環型社会の実現に取り組みます。 

３．私たちは、豊かな暮らしを支える地球環境を引き継ぐために、生態系・生物多様性のある自然環境の

保全に努めます。 

 

☆お客様の「健やかなくらし」への貢献 
社会に役立つ商品やサービスを開発・提供し、お客様の持続的な「健やかなくらし」に貢献します。 

 

１．私たちは、お客様からの満足と高い信頼をいただけるよう、安全で安心・高品質な商品とサービスを

提供します。 

２．私たちは、お客様に対して適時かつ誤認や誤解のおそれのない正確な情報提供を行い、お客様との 

信頼関係の構築に努めます。 

３．私たちは、お客様と正しい情報を共有し、適切な消費行動を学びあえるよう工場見学や食育などの 

コミュニケーションの場を提供し新しい価値を創造していきます。 

４．私たちは、お客様一人ひとりのお声に真摯に寄り添い、常に商品やサービスとして具現化することに

努めます。 

 

☆多様な社員の活躍 
多様な社員が、グループの一員としての自覚をもち、尊重しあい、成⾧しあえる職場づくりに取り組み

ます。 

 

１．私たちは、心身ともに健康で、安全かつ安心して働くことができる職場環境づくりに努め、また、 

業務上の安全・衛生の確保に留意して行動します。 

２．私たちは、それぞれの多様な能力や個性をいかんなく発揮できるよう、お互いを尊重します。 

３．私たちは、ともに働く仲間として、雇用形態や職位、経験年数等にかかわりなく、自由闊達な組織風

土を醸成します。 

４．私たちは、当事者意識をもち、それぞれが求められる役割や責任を果たすとともに、意欲的にチャレ

ンジし、さらなる自己の成⾧と活躍に努めます。 

 

☆地域・コミュニティの社会課題の解決 
事業を通じて各地域・コミュニティの社会課題の解決に取り組み、持続可能な社会の実現に貢献します。 

 

１．私たちは、原料産地から消費地までの事業を行う地域の社会と共存するため、その地域社会との相互

交流を深め、その地域の文化、慣習、伝統を尊重し、その発展に貢献します。 

２．私たちは、よき企業市民として「環境（自然の恵み）」、「食（おいしさ、楽しさ）」、「健康（健やかさ）」

領域でのつながりを深め、積極的に社会貢献活動を行います。 
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